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7. 環境影響評価の項目 

7.1 選定した項目及びその理由 

環境影響評価の項目は、図7.1-1に示す手順に従い、対象事業の内容をもとに環境に影響を及ぼ

すおそれのある環境影響要因を抽出し、地域の概況等を勘案して環境影響評価の項目を選定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図7.1-1 環境影響評価の項目の選定手順 

 

選定した項目は、表7.1-1に示すとおりであり、大気汚染、騒音・振動、土壌汚染、地盤、水循

環、日影、電波障害、風環境、景観、史跡・文化財、自然との触れ合い活動の場、廃棄物及び温

室効果ガスの13項目である。 

選定した理由は、表7.1-2(1)、(2)に示すとおりである。 
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環境影響評価の項目の選定

           

地域の概況の把握         
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表7.1-1 環境影響要因と環境影響評価の項目との関連表 

環境影響評価 

の  項  目 

                     区 分 

 

 

環境影響要因  

 

 

予測する事項 

工事の 

施行中 

工事の 

完了後 

施

設

の

建

設 

工

事

用

車

両

の

走

行 

建

設

機

械

の

稼

働 

建

築

物

の

存

在 

施

設

の

供

用 

関

連

車

両

の

走

行 

駐

車

場

の

供

用 

大気汚染 ･建設機械の稼働に伴い発生する二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の大

気中における濃度 
  ○     

･工事用車両の走行に伴い発生する二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の

大気中における濃度 
 ○      

･関連車両の走行に伴い発生する二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の大

気中における濃度 
     ○  

･駐車場の供用に伴い発生する二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の大気

中における濃度 
      ○ 

･熱源施設の稼働に伴い発生する二酸化窒素の大気中における濃度     ○   

悪臭 －        

騒音・振動 ･建設機械の稼働に伴う建設作業の騒音及び振動   ○     

･工事用車両の走行に伴う道路交通の騒音及び振動  ○      

･関連車両の走行に伴う道路交通の騒音及び振動      ○  

水質汚濁 －        

土壌汚染 ･汚染土壌の掘削・移動等に伴う土壌への影響の内容及び程度 ○       

地盤 ･掘削工事に伴う地盤の変形の範囲及び変形の程度 ○       

･掘削工事に伴う地下水の水位及び流況の変化による地盤沈下の範囲

及び程度 
○       

･地下構造物の存在等に伴う地下水の水位及び流況の変化による地盤

沈下の範囲及び程度 
   ○    

地形・地質 －        

水循環 ･掘削工事に伴う地下水の水位及び流況の変化の程度 ○       

･地下構造物の存在等による地下水の水位及び流況の変化の程度    ○    

･土地の改変に伴う地表面流出量の変化の程度    ○    

生物・生態系 －        

日影 ･冬至日における日影の範囲、日影となる時刻、時間数等の日影の状況

の変化の程度 
   ○    

･日影が生じることによる影響に特に配慮すべき施設等における日影

となる時刻、時間数等の日影の状況の変化の程度 
   ○    

電波障害 ･計画建築物等の設置によるテレビ電波の遮へい障害及び反射障害    ○    

風環境 ･平均風向、平均風速、最大風速等の突風の状況並びにそれらの変化す

る地域の範囲及び変化の程度 
   ○    

景観 ･主要な景観の構成要素の改変の程度及びその改変による地域景観の

特性の変化の程度    ○    

･代表的な眺望地点からの眺望の変化の程度    ○    

･圧迫感の変化の程度    ○    

史跡・文化財 ･埋蔵文化財包蔵地の改変の程度 ○       

自然との触れ合

い活動の場 

･事業により創出される自然との触れ合い活動の場による機能の変化

の程度 
   ○    

廃棄物 ･建設工事に伴う建設発生土及び建設廃棄物の排出量、再資源化量、再

利用量及び処理・処分の方法 
○       

･施設の供用に伴う廃棄物の種類、排出量、再資源化量、再利用量及び

処理・処分の方法 
    ○   

温室効果ガス ･施設の供用に伴う温室効果ガスの排出量又はエネルギーの使用量の

程度及びそれらの削減の程度 
    ○   

○印は、環境影響評価を行う項目を示す。 
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表7.1-2(1) 選定した項目及びその理由 

項  目 選定した理由 

大気汚染 本事業の実施により、大気質に影響を及ぼすおそれのある要因としては、工事

の施行中における建設機械の稼働及び工事用車両の走行、並びに工事の完了後に

おける関連車両の走行、駐車場の供用及び熱源施設の稼働に伴う排出ガスの発生

が考えられる。なお、熱源施設については電気及び都市ガスをエネルギー源と想

定していることから、都市ガスの燃焼による二酸化窒素のみを対象とする。 

予測事項は、「建設機械の稼働に伴い発生する二酸化窒素（NO2）及び浮遊粒子

状物質（SPM）の大気中における濃度」、「工事用車両の走行に伴い発生する二酸

化窒素（NO2）及び浮遊粒子状物質（SPM）の大気中における濃度」、「関連車両

の走行に伴い発生する二酸化窒素（NO2）及び浮遊粒子状物質（SPM）の大気中に

おける濃度」、「駐車場の供用に伴い発生する二酸化窒素（NO2）及び浮遊粒子状

物質（SPM）の大気中における濃度」及び「熱源施設の稼働に伴い発生する二酸化

窒素（NO2）の大気中における濃度」とする。 

なお、浮遊粒子状物質は、自動車及び建設機械の排気管から直接排出される
粒子状物質（一次生成物質）のみを対象とした（反応二次生成物質やタイヤの
摩耗による粉じん、砂ぼこり等の巻き上げ粉じんについては対象としない）。 

その他の環境基準が定められている物質について、二酸化いおう（SO2）、一
酸化炭素（CO）、ベンゼン、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン及び
ジクロロメタンについては、現況濃度が環境基準を大きく下回っており、本事
業により現況の環境濃度を悪化させることはないと考えられる。したがって、
予測対象としない。 

また、オキシダント及び微小粒子状物質（PM2.5）については、発生源から、

排出の状況及び大気中における生成メカニズムが明らかになっていない。した

がって、これらの大気汚染物質については、予測項目より除外した。 

騒音・振動 本事業の実施による騒音・振動が生活環境に影響を及ぼすおそれのある要因と

しては、工事の施行中における建設機械の稼働及び工事用車両の走行、並びに工

事の完了後における関連車両の走行が考えられる。 

予測事項は、「建設機械の稼働に伴う建設作業の騒音及び振動」、「工事用車

両の走行に伴う道路交通の騒音及び振動」及び「関連車両の走行に伴う道路交通

の騒音及び振動」とする。工事の完了後における駐車場利用車両の走行による騒

音及び振動については、駐車場を地下に設置することから、計画地周辺の環境に

影響を及ぼすおそれはないため、予測事項として選定しない。 

なお、工事の完了後における熱源施設等の稼働に伴う騒音及び低周波音による

影響については、今後の事業計画及び設備計画が具体化する中で、必要な場合に

は予測する事項としての検討を行う。 

土壌汚染 計画地内の南側の一部に形質変更時要届出区域が指定されていることから、本

事業の実施により、土壌に影響を及ぼすおそれのある要因としては、工事の施行

中における汚染土壌の掘削・移動等が考えられる。 

予測事項は、「汚染土壌の掘削・移動等に伴う土壌への影響の内容及び程度」

とする。 

地  盤 本事業の実施により、地盤に影響を及ぼすおそれのある要因としては、工事の

施行中における施設の建設、工事の完了後における建築物等の存在が考えられる。 

予測事項は、「掘削工事に伴う地盤の変形の範囲及び変形の程度」、「掘削工

事に伴う地下水の水位及び流況の変化による地盤沈下の範囲及び程度」及び「地

下構造物の存在等に伴う地下水の水位及び流況の変化による地盤沈下の範囲及び

程度」とする。 

水 循 環 本事業の実施により、水循環に影響を及ぼすおそれのある要因としては、工事

の施行中における施設の建設、工事の完了後における建築物等の存在が考えられ

る。 

予測事項は、「掘削工事に伴う地下水の水位及び流況の変化の程度」、「地下

構造物の存在等による地下水の水位及び流況の変化の程度」及び「土地の改変に

伴う地表面流出量の変化の程度」とする。 
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表7.1-2(2) 選定した項目及びその理由 

項  目 選定した理由 

日  影 本事業の実施により、日影に影響を及ぼすおそれのある要因としては、工事の

完了後における建築物等の存在が考えられる。 

予測事項は、「冬至日における日影の範囲、日影となる時刻、時間数等の日影

の状況の変化の程度」及び「日影が生じることによる影響に特に配慮すべき施設

等における日影となる時刻、時間数等の日影の状況の変化の程度」とする。 

電波障害 本事業の実施により、テレビ電波の受信障害が生じるおそれのある要因として

は、工事の完了後における建築物等の存在が考えられる。 

予測事項は、「計画建築物等の設置によるテレビ電波の遮へい障害及び反射障

害」とする。 

風 環 境 本事業の実施により、風環境に影響を及ぼすおそれのある要因としては、工事

の完了後における建築物等の存在が考えられる。 

予測事項は、「平均風向、平均風速、最大風速等の突風の状況並びにそれらの変

化する地域の範囲及び変化の程度」とする。 

景  観 本事業の実施により、景観に影響を及ぼすおそれのある要因としては、工事の

完了後における建築物等の存在が考えられる。 

予測事項は、「主要な景観の構成要素の改変の程度及びその改変による地域景

観の特性の変化の程度」、「代表的な眺望地点からの眺望の変化の程度」及び

「圧迫感の変化の程度」とする。 

史跡・文化財 本事業の実施により、史跡・文化財に影響を及ぼすおそれのある要因としては、

工事の施行中における施設の建設（地下工事）が考えられる。計画地内には「（大

井）権現台貝塚」が確認されている（図6.2-14（p.74）参照）ことから、埋蔵

文化財包蔵地への影響が考えられる。 

予測事項は、「埋蔵文化財包蔵地の改変の程度」とする。 

自然との触れ合い

活動の場 

本事業の実施により、自然との触れ合い活動の場の持つ機能に変化を与える要因

としては、工事の完了後における計画地内の広場及び緑地の創出が考えられる。 

なお、計画地周辺には、散歩道や史跡めぐりコースが存在するが、高架等によ

り隔てられており、影響は及ばない。 

予測事項は、「事業により創出される自然との触れ合い活動の場による機能の

変化の程度」とする。 

廃 棄 物 本事業の実施により、廃棄物の発生が環境に影響を及ぼすおそれのある要因と

しては、工事の施行中における施設の建設に伴う建設廃棄物及び建設発生土の排

出、工事の完了後における施設の供用に伴う廃棄物の発生が考えられる。 

予測事項は、「建設工事に伴う建設発生土及び建設廃棄物の排出量、再資源化

量、再利用量及び処理・処分の方法」及び「施設の供用に伴う廃棄物の種類、排

出量、再資源化量、再利用量及び処理・処分の方法」とする。 

温室効果ガス 本事業の実施により、温室効果ガスの発生が環境に影響を及ぼすおそれがある

要因としては、工事の完了後における施設の供用が考えられる。 

予測事項は「施設の供用に伴う温室効果ガスの排出量又はエネルギーの使用量

の程度及びそれらの削減の程度」とする。 
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7.2 選定しなかった項目及びその理由 

選定しなかった項目は、悪臭、水質汚濁、地形・地質及び生物・生態系の4項目であり、その選

定しなかった理由は、表7.2-1に示すとおりである。 

表7.2-1 選定しなかった項目及びその理由 

項  目 選定しなかった理由 

悪  臭 工事の施行中において、悪臭を発生させるような工事は行わない。また、工事の

完了後の建物の用途は業務、宿泊、住宅、商業、駐車場等であり、排水槽等の設

置にあたっては、「建築物における排水槽等の構造、維持管理等に関する指導要

綱」（平成16年12月16環改計第298号）等の関係法令に基づき設置・維持管理を行

うことから、周辺地域住民の日常生活に支障になるような悪臭を発生させるおそ

れはない。そのため、悪臭については予測評価項目として選定しない。 

水質汚濁 工事の施行中において、発生する濁水等の排水は沈砂槽等により適切に処理し

下水排除基準以下で公共下水道へ放流する。工事の完了後の雨水及び汚水は、公

共下水道へ排水する。また、計画地内の形質変更時要届出区域で確認された鉛は、

溶出量基準以下であるため、公共用水域及び地下水の水質等に影響を及ぼすおそ

れはない。そのため、水質汚濁については予測評価項目として選定しない。 

地形・地質 計画地には、学術上、景観上配慮しなければならない特異な地形・地質はない。

また、計画地内は、地盤の高低差があるものの、計画建築物により高低差を解消

することから、切土・盛土等により、斜面等の安定性に影響を及ぼすおそれはな

いものと考えられる。そのため、地形・地質については予測評価項目として選定

しない。 

生物・生態系 計画地及びその周辺は、主に官公庁施設、専用工場、倉庫・運輸関係施設等が立

地している都心の市街地であり、一部に緑地があるものの、人為的な影響を強く受

けた地域である。植物・動物についても、市街地で一般的に見られるものであると

考えられることから、生物・生態系に影響を及ぼすおそれはないものと考えられ

る。そのため、生物・生態系については予測評価項目として選定しない。 
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